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ま え が き 
  
労働力の供給制約下にある我が国において、経済成長を実現するためには一人ひとりが持つ能力を

最大限発揮して、労働生産性を向上することが不可欠である。 
 そのためには、職業に関するスキルや能力等を活かした就職活動や企業の採用活動が行えるよう

「職業情報の見える化」を図ることが重要である。この見える化を促進するため、2017年 3月 28日

に決定された「働き方改革実行計画」において、様々な仕事の内容、求められる知識・能力・技術、

平均年収等の職業情報を総合的に提供するサイト（日本版 O-NET）を創設するという提言がなされ

た。 
その創設に当たって、厚生労働省の要請を受け、労働政策研究・研修機構では、学識経験者、労使、

官民の委員で構成される「職業情報提供サイト官民研究会」を設置し、職業情報提供サイトの基本構

想について検討を行った。 
参考とする米国O*NET の開発・運用状況をヒアリング調査した結果、米国O*NET の意義は、労

働市場において求職者、求人者、仲介機関、教育訓練機関に対して、スキル等の共通言語(common 
language)を提供することであった。  
また、大学生、社会人、企業人事担当者、高校教師、キャリアコンサルタントを対象として、職業

情報ニーズに関するアンケート調査を行った結果、信頼性、客観性のある情報、新しく、変化をとら

えている情報、仕事と人の対応に関する情報（向いている仕事、向いている人材）、共通言語、共通

基準となる情報等が必要であることが明らかとなった。 
こうした調査結果等を踏まえて研究会で議論を重ね、我が国においても、職業に関するスキル、タ

スク等の共通言語を提供することにより「職業情報の見える化」を図ることが必要であり、そのため

にも職業情報提供サイトの創設が期待されるという結論のもと、その基本構想をここにとりまとめた。 
お忙しい中、研究会に参加し、活発なご議論をいただいた委員の皆様や、ヒアリング調査やアンケ

ート調査にご協力いただいた皆様に、心から感謝申し上げる。 
本書が政策担当者や職業情報提供サイトに関心を持っている方々の参考になれば幸いである。 

  
2018年 3月 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 
理事長        菅 野 和 夫 
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はじめに

１ 調査研究の背景と目的

 人口減少下で安定的な経済成長を実現していくためには、一人ひとりが持つ能力を最大限に活か

し、国全体の労働生産性の向上を図ることが重要である。単線型の日本のキャリアパスを変え、転

職・再就職など多様な採用機会の拡大を図ることが労働生産性の向上には必要である。多様な採用

機会の拡大には、転職希望者等が持つ職業スキル（以下「スキル」という。）や能力等を活かした

就職活動、企業の採用活動が行えるよう「職業情報 1の見える化」を図ることが重要である。この

「職業情報の見える化」を促進するため、2017年 3月 28日に働き方改革実現会議で決定された「働

き方改革実行計画」において、「AI 等の成長分野も含めた様々な仕事の内容、求められる知識・能

力・技術、平均年収といった職業情報のあり方について、関係省庁や民間が連携して調査・検討を

行い、資格情報等も含めて総合的に提供するサイト（日本版 O-NET）を創設する」とされたとこ

ろである。

職業情報提供サイト（日本版O-NET）（仮称)（以下｢日本版O-NET｣という。）2の創設に当たっ

て、厚生労働省の要請を受け、労働政策研究・研修機構に、学識経験者、民間事業者、経済団体、

労働組合、行政担当者等からなる「職業情報提供サイト官民研究会」（○ページ資料１参照）を設

置し、提供すべき職業情報の種類、内容、情報の収集、提供方法、職業情報提供サイトの運営のあ

り方等を検討する。

２ 本研究の対象と方法

検討にあたって、米国O*NET の開発と現状、これまでの職業情報等に関する研究の蓄積、職業

情報をめぐるニーズ・課題等を踏まえ、関係者の意見を聞き、職業情報提供サイトの基本構想をま

とめる。

３ 本書の構成

第Ⅰ部 基本構想

第１章 調査研究の背景と課題

 働き方改革実行計画の決定を受け、職業能力・職場情報の見える化の一環として、仕事の内容、

求められる知識・能力・技術、平均年収、資格情報等を総合的に提供する職業情報提供サイト（日

本版O-NET）の基本構想を検討する。 

1 一般的に、個人からみた仕事を「職業」、企業からみた仕事を「職種」というが、基本的に両者の指す内容はほぼ同一であ

り、本報告書においては特に断りがない限り、職業情報と職種情報を総称して職業情報という。なお、職業情報の定義等につ

いての詳細は、第 5章を参照されたい。 
2 日本版O-NETの名前の由来は、米国の職業情報サイトであるO*NETをもとにしている。O*NETの詳細については、第

４章を参照されたい。
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その際、参考とする米国 O*NET のコアとなる意義は、労働市場において求職者、求人者、仲

介機関、教育訓練機関に対して、スキル等の共通言語(common language)を提供することである

ことを踏まえ、日本においても、職業に求められるタスク（具体的な作業）や必要なスキルの細

分化等を通じ、日本版 O-NET が「職業情報の見える化」の促進や求人・求職のマッチング機能

の強化につながるものとしていくことが必要である。 
 
第２章 調査研究の目的と方法 

職業情報提供サイト官民研究会を設置し、以下の調査を実施し、それを踏まえた職業情報提供サ

イトの基本構想をとりまとめる。 
① 米国ヒアリング調査 

米国O*NET の開発と利用の現状を調査する。 
② 情報ニーズ調査（アンケート調査（量的調査）） 

大学生、社会人、企業人事担当者、専門家を対象としてアンケート調査を行う。 
 
第３章 職業情報提供サイト（日本版O-NET）の基本構想 

米国ヒアリング調査、情報ニーズ調査等を踏まえて研究会で議論し、職業情報提供サイト（日本

版O-NET）の基本構想をまとめる。 

 
第Ⅱ部 資料編 
第４章 米国ヒアリング調査O*NET の開発と利用の現状 
  米国労働省、O*NET 開発センター等を訪問し、O*NET の開発･運営の体制、利用状況の実態等

をヒアリングにより明らかにする。 
 
第５章 情報ニーズ調査結果(1) ―大学生、社会人 
  Web アンケート調査により、就職、転職する際に重視する職業情報を把握し、職業情報提供サイ

トのニーズを明らかにする。 

 
第６章 情報ニーズ調査結果(2) ―企業人事担当者、専門家（高校教師、キャリアコンサルタント）  

Web アンケート調査により、企業の人事担当者、高校教師やキャリアコンサルタントの専門家が、

必要としている職業情報等を把握し、職業情報提供サイトのニーズを明らかにする。 
 

補章１ これまでの職業情報開発の経緯 
  米国や日本において、これまでどのように職業情報を収集、整理し、提供してきたか、その経緯   
を振り返る。 
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補章２ AIを活用した職業情報の提供可能性―求人票のビッグデータから見る職業― 
  経済産業省が、AI を活用した職業情報の提供可能性等を検討するために行った実証事業を紹介す

る。 

 
補章３ データに基づく職業間移動の検討―職業情報としてのキャリア展開 

「職業動向調査（就業者 Web 調査）」（労働政策研究・研修機構 2014）の 2 次分析を行い、職業

間移動の見える化を試みる。 
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